
ダンプ誘導アシストシステム

10.7m

6.0m

3.5m

誘導案内
ダンプと建設機械の距離を認識

車線逸脱警告
車線端部とダンプの距離を認識

接触防止警告
ダンプと作業員の距離を認識

アスファルトフィニッシャに設置したカメラ
で各種距離を計測。設定値以下になると、ダ
ンプ運転者にFM波を用いて警告、操作を
指示。

ミャンマー語による事故事例集

ベトナム語に翻訳した漫画「絶対安全物語」
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品質／安全·衛生への取り組み
新入社員研修や各階層の集合研修で、安全管理についての研

修を実施しています。また、協力会社向けの新規入場者教育は、
より理解しやすい内容とするべく従来の教材を見直し、グループ
会社である前田建設工業株式会社の協力のもと、YouTubeを活
用した教育を開始しました。

社員の交通事故撲滅に向けては、警視庁大崎警察署および
保険会社から講師を招き、安全運転講習会を実施しました。これ
は、交通事故を起こした社員と、e-テレマティクスeyesで危険挙動

（速度超過、急制動、衝撃等）があった社員が参加するもので、ド
ライブレコーダー映像を活用した危険予知トレーニング等を行っ
ています。2023年度は計3回、のべ86名が参加しました。

安全教育・研修

舗装工事の誘導時の安全性向上や誘導作業の省力化を目的
に、一般車両の通行に背を向けながら作業する誘導員の補助技
術として、「ダンプ誘導アシストシステム」の開発を進めています。
これは、舗装材料を敷きならすアスファルトフィニッシャに設置し
た単眼カメラの画像をAIによる物体認識機能を搭載したソフト
ウェアでリアルタイムに解析し、ダンプトラックと作業員との接触
やダンプトラックの車線逸脱を警告しながら、後進するダンプト

「MAEDA版 i-Construction」による生産性向上

ラックの誘導を補助する技術です。AIの特性を考慮し、まずはさ
まざまな物体が画像に映り込みにくい現場条件である、自動車専
用道路の昼間作業を対象としています。本技術は、2022年度に
NEXCO西日本中国支社発注の高速道路修繕工事で実用性を検
証した上で、その後、検出精度などの面からさらなるシステムの
向上を図ってきました。今後は現場での実績を重ねながら、建設
現場の生産性向上に努めていきます。

2023年度は、総事故件数半減（2022年度比）という目標を掲
げ、熱中症対策や作業手順書作成などの重点実施事項に取り組
みました。その結果、目標達成には至らなかったものの、労働災
害は2022年度比で60％まで減少しました。この要因を分析し、

労働災害防止への取り組み

2024年度の重点実施事項

❶  「安全5点セット」（作業手順書・作業安全
指示書・危険予知活動表・重機作業計画
書・始業前点検表）の充実

  支店および本店パトロールで内容を精
査して指導していく

❷ 4月中に熱中症対策を確立
  現場に出る前に体調をチェックし、熱中

症対策チェックシートで作業可否を決
定、空調服に加え、水冷服の普及、深部
体温を下げるドリンク等を用意

❸ 安全衛生教育の充実
  支店安全環境品質部課長のトレーナー

資格取得推進、階層別の安全衛生教育
実施

本店	安全部	担当部長

吉岡 勝則

事業活動を通じたSDGsへの貢献

2024年度は「ルールを絶対に守り抜き労働災害・交通事故を撲
滅する」という安全の指針のもと、下記の重点実施事項を着実に
実施していきます。

VOICE教育・研修の実効性向上に向けて
安全教育・研修の講師をしながら常に念頭に置いているのは、

「エビングハウスの忘却曲線」の存在です。この考え方による
と、教育を実施しても1時間後には記憶が44％しか定着してい
ないとのこと。特に重要で覚えてほしいことは強調して伝える
などしていますが、人に教えることの難しさを感じます。研修を
実施したという事実だけで満足せず、ど
うしたら研修の効果を上げることができ
るのかという面から、今後も工夫をして
いきます。

TOPICS

外国籍社員の安全に向けて

2023年10月に公表された厚生労働省の「外国人雇用状
況」によると、国内における外国人労働者数は増え続けてお
り、当社においても、外国籍の総合職社員（土木）が増加、共
栄会での外国人技能実習生の割合も20％を超える状況にあ
ります。そのような中、さまざまな国籍の方が安全に働くこと
ができる環境整備に向け、漫画「絶対安全物語」の翻訳言語
を、英語とベトナム語の2言語から、中国語、インドネシア語、
ミャンマー語、ベンガル語、タガログ語を加えた7言語としま
した。また、毎月発行している事故事例集も同様に多言語対
応としており、その月に発生した事故内容と原因、再発防止策
を確実に共有することで、類似事故防止に努めています。

VOICE日本の安全管理から学ぶ
工事現場においては、安全管理が非常に重要です。私の祖国ベトナムに比べて日本の現場の安全管理は

とても進んでおり、毎日が勉強の日々です。例えば、専用リモコンから作業員のヘルメットをダイレクトにノッ
クできる「ヘルメットハンマー」、無音誘導システム「おとなしくん」、作業員と重機の接触防止対策「レーザー
ライン」など、安全だけでなく、騒音による近隣への影響なども考慮した対策を取りながら施工しています。
皆が安心して働ける環境を整え、無事故・無災害で施工を完了することを目
標に頑張っています。

西関東支店	支店扱作業所

マック ヴァン ヴィエット



主な育児関連制度

主なワークライフバランスのための諸制度

妊娠中の通院休暇 1日単位または半日単位で取得可能（5日間までは有給）

出産時休暇 配偶者の出産の際、予定日の2日前から産後最高20日間まで休暇取得可能（有給）

出生時育児休業（産後パパ育休）
● 子の出生後8週間以内に合計4週間（28日間）まで取得可能
● 2回まで分割取得可能

育児休業 子が1歳を迎えるまで取得可能（保育園の事情等により、子が2歳に達するまで延長可能）

子の看護休暇 年間10日間まで1日単位または1時間単位で取得可能（子が小学校4年生の始期に達するまで）

育児短時間勤務 所定労働時間を午前9時から午後4時（休憩1時間）までの6時間とする（子が小学校4年生の始期に達するまで）

多子扶養手当 扶養する第2子以降の子どもが出生翌月から満18歳に達する年度末まで、
第2子は月額1万円、第3子以降は月額2万5千円を毎月支給

介護休業 対象家族1人につき通算93日まで、6回を上限に分割して取得可能

介護休暇 家族の人数に関わらず、年間15日まで1日単位または1時間単位で取得可能

奨学金返還支援制度 奨学金返還義務のある総合職を対象に、年間16万円支給（最長15年間申請可能、最大240万円支給）

妊娠 産前6週 出産 産後8週 1歳 2歳 3歳 小学校
入学

小学校4年生
の始期に

達するまで

休
暇·

休
業
関
係

勤
務
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ワークライフバランス

従業員が安心して仕事と家庭を両立できるよう、「出産時休暇」
「育児休業」「介護休業」「子の看護休暇」などの制度を整備して
います。また、毎月開催される「労働時間等設定改善委員会」で
は、長時間労働・36協定・年間休日・産業医の受診・休日や有給休
暇取得などのデータを確認して、各事業所のフォローを行ってい
ます。2023年4月には、多様化する働き方に応じた制度を構築

働きやすさの向上

すべく、評価制度および報酬制度の見直しを行いました。なお、
2024年4月に建設業への適用が開始された労働時間の上限規
制については、完全週休二日の促進や振替休日の取得、有休付与
日を設定した計画的な有休取得などを通じて、年間休日取得日数
の増加を図っています。

北関東支店	浦和営業所 技術研究所	先進技術開発室

景山 功朗 坂巻 沙希

VOICE VOICE育児短時間勤務を通して
2023年8月中旬から1カ月間、9:00～16:00の育児短時間

勤務制度を活用しました。その中で一番に感じたことは、妻へ
の感謝です。次女の出産のために妻が入院していたこともあ
り、その期間、長女と2人で過ごしました。朝・昼・夕食の用意、掃
除・洗濯、寝かしつけ、どれ一つとして簡単なものはありません
でした。以前の私は、どこか育児について“手伝う”という感覚が
ありましたが、時短勤務を通して“共に行う”という当事者意識
のようなものを持つことができたと感じています。今後、時短勤
務を考えている方には、ぜひ短期間でも取得することをお勧め
したいと思います。“一所懸命”が前田魂
ですから、その心意気が仕事だけでな
く、家庭にも向けられるとよいと考えて
います。

奨学金返還支援制度を活用して
2022年の入社以降、奨学金返還支援制度を利用していま

す。就職会社説明会等を通じてこのような制度があることを知
り、それが当社への就職を決めた理由の一つになりました。奨
学金の返済は、金銭的にも精神的にも負担になります。その負
担を軽減してくれる本制度の存在には、とても感謝しています。
2024年からは、現在の12万円×10年（総額120万円）から、
16万円×15年（総額240万円）へと、支援金が大幅に増額され
ます。制度を利用している社員には、とてもうれしいニュースで
す。さまざまな制度によってワークライフバランスの実現を支
援してくれている会社に、より一層貢献
できるよう、今後も努めていきたいと思
います。

年次有給休暇の取得状況は「労働時間等設定改善委員会」に
て管理し、休暇取得を促進しています。「働き方改革関連法」の改
正に対応するため、2019年より同委員会において「年5日の計画
的付与日」を定め、労使協定を締結しています。法改正後の2019

年次有給休暇取得の促進（計画的付与日の設定）

年以降は、5年連続で全社員が年5日以上の有給休暇を取得して
います。全社員の有給休暇取得率と、1人当たりの平均有給休暇
取得日数も年々増加しており、平均取得日数は2021年度より３
年連続で10日を超えています。

妊娠中の通院休暇
★5日間までは有給。
半日単位取得可能

通勤緩和措置

妊娠中の休憩の特例

産前産後休業
産前6週·産後8週

育児休業
法定は1歳まで
（★事情により
2歳まで取得可能）

子の看護休暇
法定は小学校就学前まで（★子の人数に限らず10日間/年）

★多子扶養手当
第2子：月額1万円
第3子以降：月額2万5千円
（扶養する子どもが出生翌月～
満18歳に達する年度末まで）

育児短時間勤務
法定は1歳まで

所定外労働の免除

所定外労働の制限
法定は3歳まで

深夜業務の制限

出生時育児休業
（産後パパ育休）
28日間まで、2回まで
分割取得可能

★出産時休暇
出産予定2日前～
産後最高20日間（有給）

男性 女性 共通 ★前田道路独自



社員の健康に関する主な制度

インフルエンザ補助金支給 年1回、予防接種費用を会社が負担

PET検査補助金支給（35歳以上） PET検査を受けた際、費用の一部を会社で負担

人間ドック検査（肺CT検査·脳ドック検査）（35歳以上） 従来の定期健康診断に加えて、人間ドック検査を実施

人間ドック検査時における再検査費用補助（35歳以上） 人間ドック検査における再検査費用を会社が負担

保健師面談 プライバシー管理に対応したリモート面談を実施
（再検査推奨·健康増進·メンタルセルフケア·禁煙指導等）

ストレスチェックの実施 全社でストレスチェックを実施。
高ストレス判定の該当者には、希望に応じ産業医との面談の場を設けている

共済会制度 相互扶助の精神に基づき、会員とその家族の福利増進および福祉向上を目的として、傷病関係給付·休
職補償金給付·遺児育英年金給付·災害見舞金給付·廃疾見舞金給付などの事業を行っている

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

人数 19人 19人 21人 29人 46人

比率 1.12% 1.12% 1.22% 1.56% 2.32%

女性総合職の推移

2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

人数 10人 8人 10人 15人 20人

比率 0.45% 0.36% 0.45% 0.63% 0.84%

外国籍社員数の推移
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個人の健康意識の増進と安心して働ける職場環境構築に向
け、35歳以上の社員を対象とする人間ドック検査（肺CT・脳ドッ
ク検査オプション含む）や、PET検査費用の一部負担を行ってい
ます。また、再検査勧奨・健康増進・メンタルセルフケア・禁煙指
導等を目的に、直近の健康診断結果をもとに、プライバシー管
理に対応した保健師面談をリモート形式で実施しています。実

2023年度末時点で、4カ国（フィリピン・ベトナム・韓国・中国）
の外国籍社員が働いています。中途採用は技術職を中心に経験
者採用を積極的に行っており、新卒採用でも、日本人と同条件で
留学生を採用しています。また、フィリピンのマプア大学より、定
期的に奨学生を受け入れています（2023年度時点で10名が在
籍）。奨学生は、入社後１年間は業務と並行して日本語学校に通
い、2～３年で施工現場やアスファルトプラント工場に配属されま
す。英語スキルもあることから、米軍基地内の業務などにも携わ
り、活躍の場を広げています。

健康経営® 外国籍社員の雇用促進

施にあたっては、本店および全国11支店の年間計画のもと、社
員個々のスケジュールに沿えるようWEB予約システムを活用し
ています（2023年度実施率：98%）。2023年度からは、ストレス
チェックの対象を全社員に広げており、個人の健康管理に活用す
るとともに、高ストレス判定の社員には産業医との面談の場を設
けています。

多様な人材の活躍推進

働き方やキャリアの多様性が求められる中、当社は女性総合職
の採用（新卒・中途）および総合職への転換を積極的に行うととも
に、女性管理職の登用も推進しています。「管理職比率」と「多様
なキャリアコース」で「えるぼし」の認定基
準を満たし、2023年３月に「えるぼし認定
1段階目」を、2024年1月には「えるぼし認
定2段階目」を取得しました。

女性の活躍推進

九州支店	福岡東合材工場

福田 晴香

VOICE快適に働ける職場とは？
昨今、女性社員が現場に増えてきているため、私が所属して

いる合材工場には、女子更衣室が設けられています。技術職の
男性職員は、仮眠室や試験室で着替えている方もいます。これ
はきっと、現場で働く技術職が男性しかおらず、どこで着替え
てもよいというような風潮が少なからずあったためだと思いま
す。ほかにも、「この仕事は男性が」「あの仕事は女性が」という、
目に見えない風潮がまだあると思います。ダイバーシティの実
現のためには、性別の壁を少しずつ薄く
していき、職場にいる皆が快適に仕事が
できる環境づくりも大切だと感じます。

本店	工事事業本部	工事部	工事課

北陸支店	支店扱作業所

ロックウェル アンジェロ ガルシア

菅井 倫子

VOICE

VOICE

前田道路で働くということ
入社当時は日本語の理解が未熟で、日本語学校への通学と

業務を並行していたことから、仕事と生活の両立が心配でした。
しかし、相談しやすい職場の同僚や上司に支えられ、徐々に不
安は解消されていきました。本店での業務や現場での仕事を経
験したこと、また、皆様の指導やサポートを受けられることで、
現在は難しい仕事にも挑戦できていると感じています。最近、
子どもが生まれ育児休業を取得したのですが、職場の皆様から
のご理解も含め、福利厚生や休暇制度等、従業員が働きやすい
環境が整っていると感じました。今後も
知識や技術の習得に励み、会社に貢献
していきたいと思います。

総合職に転換して
総合職への転換を考えるようになったのは、上司からの勧め

がきっかけです。そのようにご検討くださったのは、とてもあり
がたいことだと感じました。この会社で役立つ人材になるため、
また、社会に役立つ人間になるために、成長するチャンスをいた
だく機会が多くなるだろうと考え、転換を決めました。現段階で
は担当している業務が限られており、できることも少ないです
が、今後はできることを増やし、周囲の人
とともに成長していきたいと考えていま
す。日々向上心を持って、精進していき
ます。

障がい者雇用では2021年から在宅勤務を可能とした働き方
を設けており、これまでに15名を採用しました。2023年度の障
がい者雇用率は、法定2.3％に対し2.61％です。2024年より法

非正規社員と正社員の格差是正やモチベーション向上に向
け、一定の職務レベルに達している人材については、派遣社員か
ら正社員へ、一般職から総合職へと、積極的な職群転換を行って
います。

また、2023年4月に評価制度や報酬制度を大幅に見直した中
で、入社後５年を経過した社員が働く地域を限定できる「地域限
定総合職」制度を導入しました。

障がい者の活躍推進

雇用形態の転換

定雇用率の段階的引き上げが始まり、2027年には2.7％になる
ことを受け、今後も計画的な採用活動を行うとともに、働きやす
い労働環境の提供に努めていきます。

※「健康経営®」は、NPO法人健康経営研究会の登録商標です。



1～5年目 6～15年目

獲得スキル　
16年目以降

若手社員
中堅社員

所長・工場長
支店・本店管理職

係長・課長STEP 1

STEP 2

STEP 3

STEP 4

STEP 5

現場の流れを覚える
一人で現場を任される

事務所・メンバーを
マネジメントし、
組織目標を達成する

メンバーの育成・指導
高い個人目標に加え、
組織業績に貢献する

担当組織の戦略や
方針を打ち出し、
経営に携わる

新入社員研修
● ビジネスマナー
● コミュニケーション
● CSR・環境　等

2年目研修
● コミュニケーション
● マインドセット
● 高卒フォローアップ
  研修 等

5年目研修
● コミュニケーション
● 働き方改革
● 職種別研修 等

指導職研修
● 部下の指導育成
● アンガーマネジメント
● 考課者訓練

職種別研修
● 土木職研修　● 試験職研修
● 機械職研修　● 事務職研修

新任管理職研修
● 組織マネジメント
● 事業計画策定
● 考課者訓練 等

キャリアアップのイメージと、段階に応じた研修の一例

対面形式では、実際の工事で使用する機器や重機の取り扱いを体験
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高年齢者雇用安定法改定による2025年4月からの定年年齢
65歳義務化に先駆け、当社では2022年４月より、定年延長制度
を導入しました。定年を60歳から65歳へと引き上げるとともに、
制度導入前に60歳定年を迎えて嘱託として雇用延長していた
方には、専任職という役割等級にて活躍していただいています。
また、定年再雇用制度も65歳から最長5年の延長を可能としま
した。日本全体で技術者が不足している中、建設業界では2030
年までに約3万人の技術者が不足する可能性があり、少子高齢
化による労働人口の減少という社会課題もあわせ、人材の確保・
定着はますます重要になります。本制度は、長年培った知識や経
験、技術などの継承や、シニア層社員のモチベーションの維持・
向上に寄与するものと考えています。

2023年度のインターンシップは、対面形式に58名（8月・9月
開催）、道路の必要性やインフラについて学ぶWEB形式に112
名の学生が参加しました。対面では、茨城県つくばテクノセン
ターを拠点とした舗装に関する座学講義、技術研究所での自社
製品の施工実習、工事現場・工場・事業所の見学に加え、先輩社
員との座談会や建設機械の試乗体験を実施しました。また研修
センターでは、学校では学んだことのない自動追尾機能搭載式
の測量機器に触れるなど、学生にとって実際の業務をより身近に
感じる機会となったようです。インターンシップを通して道路業
界に興味を持ってもらうとともに、将来の前田道路を背負う人材
の採用につなげるべく、今後も創意工夫に努めていきます。

定年延長制度

インターンシップの受け入れ

西関東支店	営業部

相馬 隆

VOICE定年延長制度を利用して
私は1962年生まれで、定年延長制度の適用を最初に受けた

世代です。制度の改定は、社会の変化に従い必要なものだと思
いました。慣れた職場で5年間、本人の希望によってはさらに5
年の延長が可能となり、人生100年時代といわれる今、新たに
就職活動をせずに雇用が確保されることは、心の余裕につなが
ると感じます。定年延長前と変わらず日々の業務に追われてい
ますが、長年培った知識・経験を若い世代の方々に継承するとと
もに、会社の方針を理解して所属部署の
目標に貢献していきたいと思います。

参加学生の声
●  骨材の配合などを自分で設定し調合するアスファルト混合物

の試作体験は、温度管理が難しく苦戦しましたが、実際に体験
してみることで、座学や工場見学での説明内容をより深く理解
することができました。

●  人生で初めて重機（ブルドーザー）に乗ることができ、うれし
かったと同時に、実際に自分が操縦しなくとも、扱い方を知って
おくことが危険回避につながることを実感しました。

●  土木系の知識が乏しいことに不安を感じていましたが、実際の
施工現場やプラント見学などの場でわかりやすく説明していた
だいたことで、理解を深めることができました。

人材育成

2022年度のコロナ禍においてWEB研修の有効性を確認で
きたことを受け、2023年度は「集合」と「WEB」の二つの研修方
法を組み合わせることを基本に、計画を立案しました。人事部で
は、人材育成に重点を置く研修を「階層別研修」（５段階）として
明確に位置付け、外部講師による講義を主体とする研修を集合
形式にて実行しました。本研修は当初の計画よりも2回多く実施

し、のべ319名が受講しています（計画は272名）。また、各部門
が主管する「部門研修」は、効果の有効性を鑑みて集合とWEBと
に振り分けて実施し、実務のスキルアップを図りました。「部門研
修」もおおむね計画通りの実行となり、加えてWEB形式を導入し
たことで、より広範囲の社員のスキルアップにつながりました。

人材育成および実務のスキルアップ



新入社員が主体となって施工

バレーコートは社員交流の場に

雪氷

毛細管現象

既設舗装

モルタル表面に凍結抑制材がしみ出ることで氷着を抑制。
タイヤ走行の衝撃により、圧雪や氷膜が除去されやすくなる。

樹脂モルタル層
（1～2mm）

凍結抑制材
（非塩化物系）
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TOPICS

研修センターでの施工実習

2023年度の新入社員研修では、例年の模擬道路の施工実
習に加え、「水溜りを解消して、平坦になった敷地にバレーコー
トをつくりたい」というお客様からの依頼を仮定した「修繕」を
テーマとする施工実習を、当社研修センターで行いました。平
面的な希望を研修スタッフから提示した後は、新入社員が自
らの力で現況測量、計画高の設定、排水構造物の選定、図面
の修正を行い、お客様の要望を的確に聞き取り、最善の方法
で施工を進めるという技術者としての意識向上を図りました。
撤去する既存舗装が想定以上に厚く、当初は工程遅延なども
発生しましたが、勝手がわかってくると施工に向けた段取りも
徐々に早まり、成長を感じることができました。完成に至るま
でに何度も手戻りがありながらも、配属直前に表層の施工を
終えることができ、新入社員としても、測量やCAD、特別教育
等、研修期間に「点」で学んだことが「線」となって結びついた
実感があったようです。こうして完成したバレーコートは、昼休
みや就業後に社員同士が交流する場にもなっています。

東京支店	千葉営業所

小林 龍来

VOICE新入社員研修に参加して
私は土木専攻ではなかったため不安な気持ちで研修に参加しましたが、舗装の基礎や施工実習などの研

修を通して業務への理解が深まりました。中でも、実習で施工の大変さを体感したり、測量機器やCAD操作
を学んだりしたことは、実務の現場で作業員さんが仕事をしやすい段取りを心掛ける上でとても役立ってい
ます。技術研究所と機械センターが併設されていることで、充実した品質管理試験や建設重機の教育を受け
ることができることも、当社の強みだと感じています。また、新入社員研修を通じて、業務上の技術に関する
こともプライベートも相談できる同期ができたことは、私の大きな武器となりました。

結社の自由と団体交渉

地域社会への貢献

当社には労働組合があり、従業員の過半数を上回る1,855名
の組合員が加入しています。年２回の定期的な団体交渉に加え、
組合側からの個別事案が発生した場合は労使協議を受け入れ、

少子高齢化や労働人口の減少、建設業の残業時間上限規制
などを背景に、インフラの維持管理において、行政側では技術系
職員の不足、受託者側では担い手不足などが顕著になっていま
す。これらの課題解決に向けて期待されているのが、道路整備や
清掃等の業務を包括して請け負う「道路等包括管理事業」です。
この事業は「要求水準書」の範囲で事業者に裁量が委ねられてお

自然災害による交通インフラの被災は、人々の暮らしに大き
な影響を及ぼします。当社では迅速な復旧作業に対応すべく、
全支店で災害復旧体制を構築しています。地震や大雨、大雪に
より道路等のライフラインに支障が出た際には、国土交通省や

労使協議の制度

地域インフラ管理への貢献（PPP・PFI）

自然災害への対応

労働条件・労働環境を含む制度やさまざまな事案について協議
するなど、労使一体となった取り組みを実施しています。

り、民間の創意工夫によって効率的な運営が可能となります。当
社では、道路管理システムの導入やデータ活用により、「事後保全
型管理」とは異なる「予防保全型管理」を展開しています。今後も
ビッグデータやAI活用による省人化を推進し、地域インフラの維
持管理に貢献していきます。

NEXCO、各自治体からの要請を受けて速やかに復旧作業を開
始、早期の交通確保に尽力しています。“当たり前”を守る会社、そ
して地域の方々から「頼られる会社」として、今後も迅速な災害対
応に努めていきます。

TOPICS

路面凍結抑制に向けた新たな舗装材「フリーズオフコート」

路面凍結対策は人々の冬の暮らしに欠かせないものであ
り、働き手不足が叫ばれる中、凍結防止剤散布のみに頼らな
い冬期路面管理手法が求められています。当社は、冬期路面
の安全性を舗装面からサポートするべく、舗装の打ち換えが
不要な表面処理工法、かつ小型機械で仕上げることができる

「フリーズオフコート」を開発しました。本製品は、構造物へ
の影響を考慮して金属腐食性の低い材料を使用しているこ
とも特徴としています。2023年度には宮城県利府町と福島
県郡山市の実道で実証実験を行い、凍結抑制効果と供用性
を確認、2024年度より新工法として販売を開始しています。

フリーズオフコートを使用した路面

通常舗装の路面


